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１. はじめに

　衛星放送、カーナビゲーション、天

気予報等に代表される宇宙開発技術

を利用したさまざまなサービスが既に

我々の生活の一部となっています。

　衛星通信と放送分野では、ディジ

タル化により融合しあうとともによ

り“グローバル・マルチメディア・

モバイル・インタラクティブ”な

サービスをターゲットにした大容

量・低コストの高速衛星通信イン

フラの実現とそれらを利用した

サービス展開が加速しています。

　宇宙から地球を観測するリモー

トセンシング分野は、オゾン層の

破壊や地球温暖化等の地球規模で

顕在化しているさまざまな環境問

題の監視・管理手段として期待さ

れ、更に、高分解能観測技術の発

展は、実利用分野（災害監視、

農・林・水産業、都市計画、地図作

成等）の拡大が予想されています。

　今後の新たな宇宙利用を展望す

ると、高度情報インフラ（GII）、測位

システム（GPS）、地理情報システム

（GIS）の３つの分野を総合利用し

た都市管理システム、災害監視シ

ステム、広域水循環管理システム

等の大規模な総合利用の時代にな

るでしょう。

　宇宙開発は、冷戦終結後、国威発

揚の技術開発優先の時代から、“よ

り快適なライフスタイル”を提供す

るサービス重視のビジネス開発型・

民間主導型の宇宙開発と“地球の未

来のため”の真理追究・地球環境監

視という国主導型の宇宙開発の２極

を中心とした時代に移行していま

す。特に、衛星通信・放送・測位分

野では、民間主導のビジネス開発が

活発です（図－１参照）。

３. 通信・放送分野

　21世紀初頭に向けて世界各国で

推進している情報通信の高度化計

画、いわゆる“スーパー情報ハイ

ウェイ計画”は、より“グローバ

ル・マルチメディア・モバイル・イ

ンタラクティブ”な衛星通信・放送
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分野の新サービス市場拡大と技術

革新を推し進める原動力となって

います。電波の往復伝播時間が静

止衛星では約500ミリ秒なのに対し

て、1000km前後の高度では約20ミ

リ秒と短いため低高度衛星による

双方向通信サービスが急速に拡大

しています。98年12月から第一世

代サービスであるイリジウム携帯

電話サービスがスタートしまし

た。この66機の低高度衛星群によ

る携帯電話サービスは、“いつで

も、どこでも、だれとでも”通信

できるという利便性だけではな

く、国、民族、文化、空間等の垣

根を取り払い新たな価値観を生み

出す可能性も秘めています。

　また、当社も資本参加したスカ

イブリッジを始め、テレデシック

等の第二世代のシステムも21世紀

初頭のサービス開始を目指してす

でに開発がスタートしています。

第二世代では、全世界のオフィス

や家庭の固定端末からマルチメ

ディア情報をやり取りできる大容

量高速アクセス系サービスシステ

ムの実現を目指しています。

　更に、第三世代では、パーソナ

ル携帯端末等の移動体からマルチ

メディア情報をやり取り出来るモ

バイルマルチメディア衛星通信

サービスシステムの実現が期待さ

れています。

４. 測位分野

　米国防総省が開発・運用中の全

世界的衛星測位システム（GPS）は

人工衛星からの電波を利用した三

次元位置・時刻の計測システムで

あり、その利便性から民間利用が

急速に拡大しています。我が国で

も地図情報との複合化・付加価値

化によりカーナビゲーション・船

２.宇宙開発を取り巻く社会ニーズ、
技術は大きく変化しています
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舶分野等での利用が爆発的に普及し

ています。その利用分野は、陸、

海、空、宇宙のあらゆる移動体の運

行管理や建設分野、地殻変動観測分

野での精密測量等に拡大していま

す。今後は、通信機能・サービスコ

ンテンツとの新たな複合化によりさ

まざまなサービスとモバイル端末産

業の発展が予想されます。

５. リモートセンシング分野

　宇宙から地球を観測するリモー

トセンシング分野は、従来、国主

導・国際協力による地球環境監視

等での利用が中心でしたが、観測

データの公開やデータ解析技術の

向上によりさまざまな分野での実

利用が拡大しています。特に、

1992年、宇宙商業化に向けた米国

の政策変更により３m以上の分解

能をもつ軍事偵察衛星技術の民間

利用が認められたことで大きく弾

みがつき、更に現在では、１ｍ級

の分解能をもつ民間観測衛星サー

ビス会社（Orb im a g e、Sp a c e

Imaging、Earth Watch）も誕生し

ています。リモートセンシングの実

利用分野ユーザの半数以上が１ｍ

級の分解能を要求していることか

ら、今後、災害監視、農・林・水

産業、都市計画、地図作成等での

商業ベースでの大きな発展が予想

されます。

６. 総合利用分野

　例えばリモートセンシング分野で

の実利用発展には、大量の画像デー

タを低コストで高速伝送する通信

ネットワーク、ソフトウェア、情報

処理機器等が必要になります。これ

には、光ファイバ網等の高速地上通

信インフラとともに前述の高速衛星

通信システムもその役割を担うこと

でしょう。

　今後急速な展開が予想されるマル

チメディア高度情報化社会を支える

第４のインフラとして宇宙利用は大

きく貢献するはずです。

　特に、通信・放送に係わる高度情

報通信インフラ（GII）、測位シス

テム（GPS）、リモートセンシング

に 係 わ る 地 理 情 報 シ ス テ ム

（GIS）、これら３つのＧの総合利

用、即ち、GII・GPS・GISでの宇宙

利用の利点（広域性・同報性・柔軟

性・耐災害性）と地上インフラの利

点を相互補完的・有機的に統合した

大規模総合利用システムがさまざま

な分野で実現するはずです。例え

ば、都市管理システム、災害監視シ

ステム、広域水循環管理システム等

の３つＧを総合した宇宙／地上トー

タルサービスシステムは、従来のも

のより、より広範な、より迅速な、

より正確な、より柔軟なサービスが

提供できるでしょう。

図－１　宇宙開発を取り巻く利用分野


